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１．河川における船舶利用の経緯 

 

河川法では、河川が公共用物であることと、河川管理

者において河川が適正に利用されるよう管理を行うこと

を明言している。 

我が国では、戦後の高度経済成長期（昭和30～40年

代）以降、所得水準の上昇、自由時間の増加、余暇意識

の変化等により、レクリエーション活動に対する意識が

高まった。これらは国民生活の重要な活動内容の一つと

なっている。これに伴い、河川空間・水面は散策やスポ

ーツ・水遊び・釣り等、国民の憩いの場として親しまれ、

多様な活動に利用されている。 

高度経済成長期以前の河川内の係留船舶は内水面漁業

や通船等の業を営む者が居住地近くに係留していただけ

であり、プレジャーボート等の余暇に利用する船舶の存

在はほとんど見られていなかった。その後、特に河川や

海洋においてマリンスポーツ・レジャー活動が盛んにな

り、特にバブル期（平成元年前後）以降において、写真

－１及び写真－２に示すような、プレジャーボートや水

上オートバイといったレジャー目的の船舶が広く普及し、

これら船舶が河川水面を盛んに航行する状況が見られる

ようになった。全国のプレジャーボート保有隻数の推移

を図－１に示す。 

このような船舶については、基本的には民間マリーナ

等の合法係留施設に係留するのが原則であり、自己責任

において船舶管理が行われるべきものである。しかし、

バブル期にレジャー目的の船舶が急激に普及した反面、

係留施設の整備が十分に追いついていないのが実情であ

ったため、船舶の係留箇所が不足する状況であった。 

そのため、全国の河川、特に都市河川において、民間

マリーナ等の合法係留施設において係留、管理されてい

ない船舶が、河川内に係留（放置）されている事例が多

く見られるようになり、洪水時に船舶が衝突する事によ

る水門等河川管理施設の損傷といった、不法係留船舶に

よる河川管理上の課題が顕在化してきた。 
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また、不法係留船舶の抱える問題は、河川管理上の問

題だけでなく、社会的な問題であり、河川という自然公

物を管理する上で公共の福祉の観点からも看過し得ない

ものとなった。そのため、適正な河川管理に向けて、そ

の対策が求められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－２ エコボートによる河川見学活動 

写真－１ プレジャーボートと水上オートバイ 

図－１ 全国のプレジャーボート保有隻数の推移 
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２．行政による不法係留船舶（放置艇）対策の実施 

 

多摩川下流部において実施された不法係留船舶対策の

事例によって、行政による対策内容と不法係留船舶の解

消が図られた現地状況を示す。 

 

（１）多摩川下流部における対策事例箇所 

 

 多摩川では、河口から8.5kmまでの区間において、プ

レジャーボート等の不法係留船舶が多く見られており、

特に羽田地区では、写真－３に示されるように、戦前よ

り漁業を営んでいる漁業者の漁船（占用許可船舶）と、

これらの不法係留船舶が混在し、無秩序な係留環境が存

続していた1)。 

 

これら不法係留船舶への対策は、河川管理施設の損

傷等の河川管理上の支障の他、羽田空港のテロ対策の観

点からも重要であるため、河川管理者である京浜河川事

務所では、平成１４年度より関係機関、周辺自治体担当

部局、水面利用者、地元住民を委員とする「多摩川下流

部水面等利用者協議会」を開催し、不法係留船対策に係

る計画の議論を進めてきた。この議論と並行して、不法

係留船舶に対する河川法に基づく撤去・移動指示がなさ

れてきた。さらに、同協議会の意見を踏まえ、平成１８

年８月１７日付で「多摩川下流部不法係留船対策に係る

計画」が策定された。その後、同計画に基づき必要な施

設の整備、及び不法係留者に対する河川法第７５条に基

づく監督処分に向けて、指示書の交付等の必要な手続き

がなされた。 

なお、羽田地区においては、計画で定めた係留施設

への契約を行わず、かつ河川法第７５条に基づく監督処

分に従わずに船舶等の移動・撤去しない者に対し、行政

代執行法第２条に基づく戒告を行い、平成２０年１月３

０日までの移動・撤去を求めたが、その戒告にも従わな

い者の所有する船舶等に対し、行政代執行が実施された。 

 

（２）行政・簡易代執行実施結果 

 

多摩川下流部では、河川法に基づく指導及び監督処

分に従わない船舶等を対象に、平成19～21年度において、

行政代執行による強制撤去を実施した。 

また、所有者や管理者を通常の手段では確知できな

い船舶等に対しては、簡易代執行による強制撤去を合わ

せて実施した。 

行政・簡易代執行は、羽田地区、六郷地区において

これまでに計3回実施され、実施後は全ての不法係留船

舶等が撤去され、不法行為が解消された状態となった。 

羽田地区、六郷地区の位置図を図－３に示すととも

に、各々の実施内容を以下に示す。 

 a）平成20年2月19日（火）～3月11日（火） 

 ・羽田地区において不法に船舶預かり業及び修理

業を営んでいた者の船舶及び桟橋を撤去 

  →船舶8隻、桟橋8基、 

その他工作物（物置等）17個を撤去 

代執行直前、直後の現地状況を写真－４、写真

－５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 多摩川下流部範囲図 

写真－３ 多摩川羽田地区の係留状況 
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図－３ 羽田地区、六郷地区位置図 

写真－４ 行政代執行直前状況（羽田地区） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 b）平成20年9月30日（火）～10月31日（金） 

 ・六郷地区における船舶、係留杭等の撤去 

  →船舶6隻、係留杭4本撤去 

（別途自主撤去物件有） 

c)平成21年5月13日（水）～7月1日（水） 

 ・羽田地区において、前項にて撤去された物件以外の

不法係留船舶、単管桟橋・小屋等を撤去 

  →船舶15隻、単管桟橋4基、 

小屋、物置等6棟を撤去 

 

３．不法係留再発防止対策の検討 

 

 不法係留船舶は、船舶の利用に適した箇所で発生する

事が一般的であるため、行政代執行による強制撤去等の

排除対策のみでは、不法係留等の違法行為を再発させ、

従前の無秩序な利用形態に立ち戻る可能性が高い。その

ため、速やかに不法係留再発防止対策を実施することが

望まれるため、多摩川下流部における対策を検討した。

以下にその検討内容を示す。 

ここでは現地状況に適した不法行為の再発防止対策

について、各関係機関、水面利用者等と議論する際の基

礎資料として、ハード面（施設整備等）とソフト面（啓

発活動等）の双方の観点から素案を検討するとともに、

ソフト面からの施策による役割分担について検討した。 

 

 （１）係留環境としての場の特性把握 

 

 効果的・効率的な不法係留再発防止対策を実施するた

めには、まず不法係留が数多く発生する要因を抽出する

必要がある。本研究では、多摩川下流部の羽田地区を対

象とし、物理環境、社会環境の観点から現地状況を把握

し、係留環境としての場の特性を明確化した。 

a）物理環境 

 羽田地区は多摩川の河口付近左岸側に当たり、右岸よ

りも相対的に河床が深くなっている。この深みが、船舶

の係留や航行に必要な水深をもたらしているため、新た

な不法係留の再発が懸念されるものである。羽田地区の

河床高コンター図を図－４に示す。 

 また、近年の侵食・堆積傾向を把握するために、2.0k

地点の定期横断図を重ね合わせ、横断形状の経年変化を

把握した。その結果を図－５に示す。羽田地区は感潮域

に当たり、平常時も潮の干満の影響を受け、干潮時と満

潮時の潮位差は平均約1.4mに及ぶ。 

そのため、この潮の干満差にも配慮した、不法係留

を排除する施設整備等による対策が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b）社会環境 

羽田地区は写真－６に示すように、戦前より漁師町

として栄えており、高度経済成長期頃までは宅地と船着

場、漁船が混在する環境であった。この当時は船舶の係

留、放置を見分けるのが容易であったため、不法係留船

舶がほとんど見られなかったと考えられる。 

しかし、羽田地区ではバブル時代のマリンレジャー

利用が盛んになった平成3年頃以降において、プレジャ

ーボートの不法係留船の増加が見られるようになった。

一方この当時、多摩川下流部では高潮堤の整備が進み、

図－６に示すように、この堤防によって堤内地の民家と

写真－５ 行政代執行直後状況（羽田地区） 
図－４ 羽田地区河床高コンター図 

写真－６ 戦前の漁師町（羽田地区） 

図－５ 羽田地区2.0k横断重ね図 



係留箇所が遮断された。その結果、河川区域に係留しや

すい環境の形成が促されたこと、レジャー利用時に海に

出やすい地域であったこと、河川が他の利用を妨げない

範囲で自由使用を原則とするため、係留禁止区域である

ことを示していなかったことから、プレジャーボート等

の不法係留が横行したものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの要因から、羽田地区では、許可、不法船舶

が合計約300隻程度混在した状況（平成18年5月現在）と

なっていた。 その後、「多摩川下流部不法係留船対策

に係る計画」に基づく不法係留船対策を実施し、現在に

至っている状況である。 

そのため、このような社会環境を考慮した対策を検

討する事が必要である。具体的には、住民が河川にアク

セスし易い環境を整備する事で、河川に住民の目を向け

させ、不法行為を抑制する取り組みを行う事が望まれる。 

 

 （２）不法係留再発防止対策の検討 

 

羽田地区における不法係留再発防止対策は、前項に

おいて検討された場の特性を念頭に、効率的・効果的な

施策内容を検討し、実施していくものである。具体的に

は、許可船舶以外の船舶係留を抑止する施策、船舶所有

者に対する啓発・指導による施策、及び地元住民や水面

利用者等による河川利用を促す工夫による不法係留防止

施策が考えられる。 

ここでは、羽田地区を含む多摩川下流部において考

え得る施策について例示する。 

a）ハード面（施設整備等）からの施策例 

許可船舶が係留する桟橋以外の箇所において、水面、

水際に不法係留を物理的に抑止する施設等を整備するこ

とで、船舶の侵入を防ぐことが重要である。  

一方で、羽田地区はかつての漁師町のにぎわいを有

した空間であり、海洋レクリエーションの拠点ともなり

得る場である。そのため、不法係留を抑止しつつ、羽田

地区の利用環境を阻害しないような施設整備について検

討した。 

主な施策例としては、まず係留禁止区域を設定し、

図－７に示すような標識を現地に明示することが考えら

れる。これにより、係留禁止区域に停泊・係留している

船舶は、不法係留船舶として直ちに判別可能となり、速

やかに対策を行うことが可能になるとともに、不法係留

の抑止効果をも発揮するものである。 

また、水際が直立護岸や一定の水深が得られる傾斜

を有し、桟橋の設置や水際からの直接係留が容易な箇所

では、図－８に示すような、干満差を利用した緩傾斜護

岸を設置することで、水位変動による船底の損傷等の危

険性を周知し、船舶所有者に不法係留を行わせないよう

にする整備を行うことが考えられる。 

さらに、水面に船舶の係留や利用制限等を明示する

ブイ等を設置し、水域からの侵入を防ぐ事も考えられる。 

 

b）ソフト面（啓発活動等）からの施策例 

不法係留の再発防止・抑止を行っていくためには、

物理的に抑制するだけでなく、船舶所有者への啓発・指

図－６ 羽田地区標準横断イメージ 

図－７ 係留禁止標識 

図－８ 水面係留の容易性排除施策イメージ 

図－９ 水面からのアクセス排除施工イメージ



導や、地元住民等の河川利用を促す事によって不法係留

を予防する施策が必要となる。ここでは、羽田地区やそ

の周辺における不法係留防止に向けた啓発活動等の施策

について検討した。その例を表－１に示す。 

 

 

対策項目 内容 

アドプト制度（里親制

度）等を活用した水辺

環境美化活動の推進 

地元と行政が共同で河川の清

掃等美化活動を行うことで、

不法係留への監視や抑制効果

を期待する 

行政と地元の協働によ

る河川監視活動の推進 

行政と地元住民等とが協働し

て不法行為を監視すること

で、不法係留の抑制効果を期

待する。合わせて、河川管理

者において許可桟橋、登録船

舶の定期的検査を実施する 

連絡体制の構築 不法行為の発生状況について

地元住民等から河川管理者へ

情報提供を頂ける連絡体制を

構築する 

海上パトロール 水面利用者等が連携した海上

パトロールを実施し、不法係

留船舶に対する指導を徹底す

る 

許可表示標の明示 占用桟橋に許可表示標（フラ

ッグ等）を明示させ、桟橋の

峻別と適切な管理を許可受者

に指導する 

また、羽田地区は従来から多くの水面利用者、地元

住民等に利用される地域であるため、不法係留船舶の強

制撤去を行った跡地において、法に則った河川利用を実

現・維持していくことで、不法係留の再発防止を図るこ

とが望まれる。そのため、水面等利用の促進に向けた羽

田地区整備イメージ（素案）を検討し、図－１０の様に

作成した。 

この跡地の利活用に向けた整備については、前述の

ソフト面からの施策等によって、不法係留の問題を周知、

啓発した上で、まちづくりと一体となった河川整備を推

進するため、住民・地元自治体等と河川管理者で協働し

て検討、実施する事が望まれる。また、地域と協働した

整備を行うことによって、地域の河川に対する関心を高

め、その副次的効果として、不法行為を抑制し、不法行

為に関する河川管理者との情報共有が図られる事が期待

される。 

 なお、多摩川下流部においては、河川という公共用物

を利用するに当たって遵守すべき利用ルールが定められ

ておらず、不法係留船舶の残置等の、水面及び水際、高

水敷での無秩序な利用が横行していた。そのため、水

面・水際・高水敷における禁止行為を明確化したルール

についても今後検討する必要がある。 

 

 

 

表－１ ソフト面（啓発活動等）からの施策例

散策路整備により、既設緩傾斜坂路及び川表側の階段と
連携した、全体の回遊性を持つ快適な歩行空間の確保を
図る。また、高齢者のアクセスにも配慮した構造での整
備を検討する。 

河口域の開放空間が作り出す景観や、汽水域の自然環境を楽しめるよう、様々
な目的に利用できる広場を整備 

 
図－１０ 羽田地区整備イメージ（素案）



 

 （３）ソフト面からの施策による役割分担の検討 

 

不法係留再発防止対策は、コストや時間の制約も考

慮し効率的・効果的に実施する必要があるため、河川管

理者と行政機関及び水面利用者、地域住民等が協働して

実施することが望まれる。そのため、各関係機関等が果

たすべき役割内容の案を検討した。 

その案を表－２に示す。多摩川下流部に係わる各々

の関係機関等が、このような役割分担の下に一体となっ

て不法係留再発防止に取り組むことで、問題意識を共有 

し、秩序ある水面等利用に向けた情報共有及び意見交換

が円滑に図られることが期待される。 

また、今後検討する水面等の利用ルールの実施にお

いても、このような役割分担と協力体制の下に、地域が

主体となって自発的に不法係留の防止に向けて活動する

気運を高めていく必要がある。 

 

４．今後の展開 

 

羽田地区をはじめとする多摩川下流部の各地先にお

いては、行政・簡易代執行の実施等により、全ての不法

係留船舶等が撤去され、現在は従前の不法行為が解消さ

れた状態となっている。しかしながら、今後秩序ある水

面等利用を実現・維持していくにあたっては、不法係留

再発防止対策の実施や、撤去跡地の利活用に向けた整備

といった検討課題が残されている状況である。 

そのため、本研究において整理した、係留環境とし

ての場の特性や、不法係留再発防止対策の施策（素案）

等を踏まえ、今後具体的な施策内容について、関係機関

等の意向を把握し、実施する必要がある。 

また、これまでの不法係留船舶対策の実施にあたっ

ては、河川管理者・学識者・地元自治体・水域利用者等

をメンバーとする「多摩川下流部水面等利用者協議会」

にて具体の実施内容を検討してきた経緯があるため、今

後の不法係留再発防止対策の実施にも、河川管理者と地

元が一体となって対策を進めるべく、同協議会にて十分

な合意形成を図りつつ進めていく必要がある。 

 

５．おわりに 

 

本稿によって、都市河川管理の問題の一つである不法

係留船舶対策が、都市・地域マネジメントにおいて効果

的・効率的に実施される一助となれば望外の幸せである。 
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関係機関等 役割内容（案） 

河川管理者 

本省通達に基づく計画（不法係留船対策に係る計画）に則った継続的な行政指導 

直轄と都県、区市が連携した不法係留対策を実施  

（不法係留あるいは行為に対する関係行政機関、警察、海保との情報  

 共有等） 

ゾーニング、水面利用ルール、地先整備等のハード・ソフト対策の実施  

（河川整備計画との整合をとりながら関係機関や地元等との合意形成を図りつつ実施）  

漁業者 

許可条件の遵守  

不法係留船舶、不法行為について河川管理者等との情報共有  

具体の施策実施にあたっての協力体制構築 

PB利用者 
PB利用者が守るべきルールの策定 

講習等を通じた利用ルール、マナーの周知 

地元住民 
不法係留船舶、不法行為について河川管理者等との情報共有  

地先の適正利用及び不法行為の情報提供等の協力体制構築 

警察機関 

不法係留船舶、不法行為について河川管理者等との情報共有 

水面等利用ルール違反者への対応 

緊急時の対応（河川管理者からの要請を受けて） 

表－２ 各関係機関及び地元住民等との役割分担（案）


